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１．はじめに  

 IPCC 第 4 次評価報告書 1)および同第 5 次評価報告書 2)によれば、「気候システムの温暖化には疑う

余地がない」。世界の平均気温は、過去（最近）100 年間で 0.73℃上昇 3)しているが、今世紀末には 1986

～2005 年平均に比べて最大 4.8℃上昇すると予測 2)されている。東京や大阪、名古屋における過去 100

年間の気温上昇量がそれぞれ 3.2℃、2.7℃、2.9℃4)であることと比較しても、これからの将来における

世界平均気温の上昇、すなわち地球温暖化の深刻さが理解される。  

 都市の気温上昇は、地球温暖化と都市温暖化（ヒートアイランド）の 2 つの温暖化によりもたらさ

れる。上述の気温上昇量 3), 4)に基づけば、日本の 3 大都市圏（東京・大阪・名古屋）の過去 100 年間

の気温上昇に対するヒートアイランドの影響は、地球温暖化の影響の 3 倍程度（2.7～3.4 倍）と概算

される。日本の中小都市の場合、過去 100 年間の気温上昇量は 1.5℃（都市化の影響が比較的小さいと

みられる 15 地点平均）4)であり、その気温上昇に対するヒートアイランドの影響と地球温暖化の影響

は同程度となっている。しかし、これからの将来、人口減少下で縮退傾向にある日本の多くの都市に

おいては、その都市の気温上昇に対してヒートアイランドの影響よりも地球温暖化の影響の方が（遥

かに）大きくなるであろう。その一方、地球温暖化の緩和に対して、日本で直接的にできることはほ

とんどないと言わざるを得ない。地球温暖化の主原因となる二酸化炭素の日本の排出量は、世界全体

の僅か 3.5%（2015 年時点）5)であり、仮に日本の排出量を 0 にできたとしても、中国やアメリカなど

の主要排出国の排出量が大幅に減らない限り、地球温暖化の緩和への道は開けない。そのような状況

下で、日本の諸都市の気温緩和に直接的に寄与できるのは、ヒートアイランド緩和策のみである。こ

れからの将来、日本の多くの都市においては、不可避とされる地球温暖化に伴う気温上昇分あるいは

その一部を、ヒートアイランド緩和による気温低下で相殺することを目指していくしかない、と筆者

は考えている。  

 まちづくりや都市づくりを行うには、社会基盤整備や減災・防災対応、自然・歴史保全など、様々

な計画要素を包括的に検討する必要がある。温暖化対応はその計画要素の 1 つであるが、ますますの

温暖化が不可避と考えられているこれからの将来、最も重要な要素の 1 つとなるであろう。既に超高

齢社会に突入している日本の場合、暑熱適応能力に優れない高齢者の人口は今後しばらくの間増加の

一方 6)であり、温暖化に伴う夏季の暑熱化は、熱中症などの健康被害患者を著しく増加させる可能性

を有する。将来のまちづくり・都市づくりにおける温暖化対応は、熱的快適性を議論する段階を超え

て、健康維持さらには生命維持のために不可欠となる。  

 本稿では、将来の温暖化対応を軸としたまちづくり・都市づくりの検討事例として、温暖化ダウン

スケーリングシミュレーション（2 章参照）を活用して検討を行った事例を 2 つ紹介する。   



 

図 1 筆者らが開発した空間詳細な温暖化ダウンスケーリングモデルの概要 12) 

 

２．温暖化ダウンスケーリングシミュレーションの概要  

 地球温暖化の現在および将来の状況を解析・予測するには、地球全体をカバーするシミュレーショ

ンモデル（全球気候モデル）の開発が必要であり、世界各国の様々な研究機関でその開発が進められ

てきている。日本では、文部科学省が実施した「人・自然・地球共生プロジェクト：温暖化予測「日

本モデル」ミッション」（2002～2006 年度）7)、「21 世紀気候変動予測革新プログラム」（2007～2011 年

度）8)、「気候変動リスク情報創生プログラム」（2012～2016 年度）9)などを通じて、先進的なモデル開

発研究が進められてきた。全球気候モデルは、地球温暖化の実態解明や将来予測において多大な貢献

を果たしているが、その空間解像度は通常 100～数 100km 程度（全球気候モデルの出力は 100～数

100km 四方範囲の空間平均値）であり、全球気候モデルの出力結果をまちづくり・都市づくりレベル

の検討にそのまま用いることはできない。そのような空間解像度のギャップを埋めるために開発され

てきた技術が「温暖化ダウンスケーリング」と呼ばれるものである。ダウンスケーリングは空間詳細

化を意味し、全球気候モデルの出力結果をより高解像度のシミュレーションモデルを用いて空間詳細

化を施す力学的ダウンスケーリングと、広域の気象場と局所の気象要素の経験的・統計的関係を仮定

し、その仮定に基づいて空間詳細化を施す統計的ダウンスケーリングの 2 つの手法に大別される 10)。 

 筆者（建築・都市環境工学が専門）自身、気候・気象学、土木工学、計算科学などを専門とする研

究者らとともに、文部科学省が実施した「気候変動適応研究推進プログラム」（2010～2014 年度）を

通じて、力学的ダウンスケーリングに基づく温暖化ダウンスケーリングモデルの開発に取り組んでき

た 11)。これは、世界でも類を見ない空間詳細な温暖化ダウンスケーリングモデルの開発であり、地球

スケールから大陸・国スケール、地域スケール、都市スケール、街区・建物スケールに至る気候・気

象・微気象を段階的かつ連続的に解析・予測可能なシミュレーションモデル（図 1）12)となっている。

次章以降に示すシミュレーションは筆者らが開発した温暖化ダウンスケーリングモデルを用いて実施

したものである。   



３．減災・防災対応と温暖化対応を軸としたまちづくり・都市づくりの検討 13) 

 切迫性が指摘される南海トラフ巨大地震が発生した場合、強震や津波、液状化の甚大な被害が広範

囲にわたって生じると予測されている 14), 15)。筆者の生活地である名古屋都市圏もその 1 つに含まれ、

同都市圏のこれからのまちづくり・都市づくりにおいて、南海トラフ巨大地震に対する減災・防災対

応は最も重要な計画要素の 1 つとなっている。ただし、繰り返して言うまでもなく、まちづくり・都

市づくりにおいては、様々な計画要素を包括的に検討する必要がある（1 章参照）。ここではその一環

として、減災・防災対応と温暖化対応を軸としたまちづくり・都市づくりについて、温暖化ダウンス

ケーリングシミュレーション（2 章参照）を活用して検討した事例を紹介する。  

 まず、減災・防災の観点から、名古屋都市圏を対象として 3 つの都市形態モデル（図 2(2)～(4)）の

作成を試みた。図 2(1)は現状の土地利用分布である。図 2(2)～(4)の減災・防災型都市形態モデルは、

将来 2050 年代を対象として作成し、対象年代の名古屋都市圏の人口減少割合（現状から 20%減と想

定）と都市域の縮小割合を同じと仮定している（ただし、空き家問題が数多く存在するように、人口

減少割合と都市域の縮小割合は必ずしも一致するものではないことに注意）。都市域の縮小分は、図

2(2)では津波被害、図 2(3)では強震被害、図 2(4)では液状化被害が顕著に生じると予測されている領

域にそれぞれ対応させ、その領域の土地利用を草原に置き換えることで、各種減災・防災型都市形態

モデルを作成している。以上の都市形態モデル作成の詳細については、文献 13 を参照されたい。  

 

 

図 2 各種都市形態モデルの土地利用分布 13)  



 

図 3 減災・防災型都市形態モデル各ケースと現状土地利用ケースの気温差の水平分布  

（地上 2m・18 時（2050 年代 8 月 1 ヶ月平均））13) 

 

 全球気候モデル（本事例では MIROC 3.2-medres16)）に導入する温室効果ガス排出シナリオは IPCC 

SRES A2 シナリオ（経済志向・地域主義志向） 17)とし、作成した減災・防災型都市形態モデル（およ

び現状土地利用モデル）（図 2）を都市気候モデル（本事例では WRF18)）に導入し、2050 年代 8 月 1 ヶ

月間を対象として実施した温暖化ダウンスケーリングシミュレーションの結果の一例を図 3 に示す。

同図は、名古屋都市圏に海風が顕著に進入する時間帯（18 時）における減災・防災型都市形態モデル

各ケースと現状土地利用ケースの気温差（地上 2m・2050 年代 8 月 1 ヶ月平均）の水平分布を示した

ものである。それぞれの都市形態モデルで場所は異なるが、顕著な津波被害  or 強震被害  or 液状化

被害が生じる沿岸の都市域が将来の都市域の縮小分として草原に置き換えられることにより（図 2 参

照）、伊勢湾や三河湾からの海風がより進入しやすくなり、それに応じた気温緩和領域が形成されてい

る。名古屋都市圏内では、岐阜などの内陸都市が夏季において特に高温となるが、津波被害軽減型モ

デル（図 2(1)）と液状化被害軽減型モデル（図 2(3)）では伊勢湾からの海風がより内陸まで進入し、

岐阜およびその周辺の気温緩和に寄与している。これらの結果は、日中に生じる海風の通り道（風の

道）の確保の重要性を示している。  

 

４．将来の地球温暖化時代に向けたコンパクトシティの検討 12) 

 日本の総人口は 2010 年の約 1 億 2800 万人をピーク 19)として長期の減少過程に突入しており、2050

年には現在よりも約 20%の人口減少が推計 6)されている。人口減少社会かつ厳しい財政状況の下、今

後も都市が持続可能であるための方策の 1 つとして、コンパクトシティ（＋ネットワーク）が多くの

関心を集めている。しかし、多くの自治体では、コンパクトシティという目標を掲げるのみで、具体

的な方針やシナリオ（モデル）がないのが現状である。ここでは愛知県を対象として、集約度の異な

るコンパクトシティモデルを作成し、各々のコンパクトシティモデルの導入が将来（2050 年代を対象）

の都市温熱環境に及ぼす影響について、温暖化ダウンスケーリングシミュレーション（2 章参照）を

活用して検討した事例を紹介する。  

 コンパクトシティモデルに関しては、現状の①減災・防災対応、②公共交通充実度、③公共施設充

実度、④生活施設充実度の評価に基づいて、愛知県内の都市域を人口維持都市域、人口誘導都市域、

人口撤退都市域の 3 つに分類し、人口撤退都市域の全人口を人口誘導都市域に均等に移動させること

を基本とし、基礎自治体集約型（図 4(1)）、地方都市集約型（図 4(2)）、大都市集約型（図 4(3)）の 3 種

類のモデルの作成を試みた。それらのコンパクトシティモデルのうち、基礎自治体集約型が最も集約

度が低く、大都市集約型が最も集約度の高いモデルとなっている。   



 

図 4 コンパクトシティモデル（基礎自治体集約型・地方都市集約型・大都市集約型）12) 

 

 

図 5 人口撤退都市域の土地利用変更の有無に伴う気温差の日変化  

（地上 2m・人口維持都市域と人口誘導都市域の空間平均＋2050 年代 8 月 1 ヶ月時刻別平均）12) 

 

 

図 6 コンパクトシティモデル各ケースと現状土地利用ケースの気温差の日変化  

（地上 2m・人口維持都市域と人口誘導都市域の空間平均＋2050 年代 8 月 1 ヶ月時刻別平均）12) 

 

 全球気候モデル（本事例では GFDL-CM320)）に導入する温室効果ガス排出シナリオは RCP8.5 シナ

リオ 21)（RCP シナリオのうち、最も地球温暖化が進行するシナリオ）とし、作成したコンパクトシテ

ィモデル（図 4）（および現状土地利用モデル）を都市気候モデル（本事例では WRF18)）に導入し、

2050 年代 8 月 1 ヶ月間を対象として実施した温暖化ダウンスケーリングシミュレーションの結果の一



例を図 5 と図 6 に示す。図 5 は、愛知県内の人口維持都市域と人口誘導都市域の空間平均＋2050 年代

8 月 1 ヶ月時刻別平均した気温（地上 2m）の日変化に関して、各々のコンパクトシティモデルの人口

撤退都市域で建物が残存したままの場合と更地化（草原化）した場合の差を比較したものである。図

6 は、愛知県内の人口維持都市域と人口誘導都市域の空間平均（現状土地利用ケースの場合は都市域

平均）＋2050 年代 8 月 1 ヶ月時刻別平均した気温（地上 2m）の日変化に関して、コンパクトシティ

モデル各ケースと現状土地利用ケースの差を比較したものである。図 5 に示すように、いずれのコン

パクトシティモデルにおいても、人口撤退都市域で建物が残存したままの場合よりも更地化した場合

の方が人口維持都市域と人口誘導都市域の空間平均気温が 1 日を通じて低くなっている。それぞれの

コンパクトシティモデルにおいて、図 5 に示す気温低下量と、図 6 に示すコンパクトシティ化に伴う

気温上昇量はほぼ相殺される関係となっている。これらの結果を踏まえると、集約した都市域の気温

上昇緩和のためには、人口撤退都市域をそのまま放置せず、更地化などの整備（土地利用変更）を迅

速に行うことも必要と判断される。  

 

５．最後に  

 2015 年 11 月には「気候変動の影響への適応計画」22)が閣議決定され、2018 年 6 月には「気候変動

適応法」23)が成立し、最近、温暖化対応に関する日本国内の動きが活発化している（現在の温暖化は

太古から続く気候変動の一部であり、厳密には気候変動＝温暖化ではないが、現在の温暖化時代の気

候変動に限定して、気候変動＝温暖化を意味する場合が多い）。気候変動適応法では、政府に気候変動

適応計画の策定を求め、都道府県および市町村には、政府の気候変動適応計画を勘案し、地域気候変

動適応計画の策定を努力義務とするなど、国、地方公共団体、事業者、国民が気候変動適応の推進の

ために担うべき役割を明確化している。高齢者人口の増加に伴う健康被害患者の増加の懸念も含めて、

温暖化対応の必要性・重要性はかつてないほどに高まってきている。  

 しかし、温暖化対応を実際のまちづくり・都市づくりに落とし込む場合、依然として課題は多い。

まちづくり・都市づくりを行う上で様々な計画要素を包括的に検討する必要があることは本稿でも繰

り返し述べているが、そのような検討を実際に行うのは難しい。温暖化問題はボクシングのボディブ

ローのようにジワジワと効いてくる側面があるため、日本国内のこれまでのまちづくり・都市づくり

では軽視されがちで、少なくとも、温暖化対応を踏まえた上でさらに他の計画要素を明示的に結びつ

けて検討している例は皆無に近い。本稿で紹介した温暖化ダウンスケーリングシミュレーションは、

温暖化対応を軸とするまちづくり・都市づくりの検討において、極めて有効な手段となることが期待

される。ただし、温暖化ダウンスケーリングシミュレーションの活用は研究面での貢献の意味合いが

強く、温暖化対応を社会実装にまで確実に結びつけるためには、政策決定者・実務者・研究者の密接

な連携が欠かせない。そのような密接な連携を目指す上で、大きな障壁の 1 つとなるのが言葉・文化

の壁である。研究者は特に、自分の専門分野の文化として用いられる難解な言葉の数々を使いがちで

ある。そのため、異分野の研究者同士で十分なコミュケーションが取れない場合も少なくない。政策

決定者・実務者・研究者の全員が門外漢でも十分に理解できるような平易な言葉を用いることから始

め、十分なコミュニケーションを図った上で密接な連携体制を構築し、これからの将来、ますます深

刻化すると予測されている温暖化への対策（緩和策・適応策）を確実に社会実装にまで結びつける努

力が不可欠であろう。  
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